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研究成果の概要： 
 従来、臨床の倫理問題は関係者間で対処されてきたが、関係者間では困難な事例が増加した

こと、また近年倫理委員会が急速に増加してきたことから、我が国の組織的対処、特に症例コ

ンサルテーション機能について明らかにする必要性があると考えた。一次調査として日本病院

機能評価の認定を受けた 2,164施設の看護者に質問紙調査を、二次調査として研究に同意が得
られた看護者に面接調査を行った。一次調査の 675 名および二次調査の 16 名の回答を分析、
検討した。一次調査では、80％の施設に倫理委員会があり、95％に規定があったが、内容では
研究倫理が最も多く、症例コンサルテーションは約 40％であった。委員会は必要時開催が多く、
倫理的問題事例の申請は極少数であった。二次調査では、倫理的問題への組織的対処のしくみ

として 3つの型を見出した。以上の結果の分析・検討を通して対処モデル案を示し、倫理委員
会と症例コンサルテーションが機能するための提言をまとめた。 
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 直接経費 間接経費 合 計 
2006年度 1,600,000 0 1,600,000 

2007年度 800,000 240,000 1,040,000 

2008年度 1,000,000 300,000 1,300,000 

年度  

  年度  

総 計 3,400,000 540,000 3,940,000 

 
研究分野：医歯薬学 
科研費の分科・細目：看護学・基礎看護学 
キーワード：看護倫理、倫理委員会、症例コンサルテーション、看護職者、組織的対応、医療

サービスの質 
 
１． 研究開始当初の背景 
病院では日常的に終末期医療、人工妊娠中
絶など倫理的側面を含む医療が行なわれて
いるが、さらに医療技術の発展、価値観の多
様化、医療制度の変化などに伴った倫理的問
題も増加してきている。従来、このような問
題は医師―患者関係を基軸に、関係者の間で
対処されてきた。 

しかし近年、関係者間での対処だけでは対
処が困難な事例が増えてきている。また、日
本病院機能評価機構の受審に伴い倫理委員
会を設置する病院が増加している。病院の倫
理委員会に関する先行研究では、倫理的問題
のある症例に対するコンサルテーションの
ニーズが高いが、実際には研究倫理の審査が
主であること、症例コンサルテーションを行
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っている施設では問題整理、医療訴訟予防な
どに有効であったと報告されている。 
先行調査の回答者は施設長で、医療現場で

生じている倫理的問題へのチームでの対処
に関して十分に把握できていない可能性が
あること、近年増加している倫理委員会の実
態は明らかでないことから、倫理委員会の機
能、特に症例コンサルテーション機能につい
て研究が必要であると考えられた。 
 
２．研究の目的 
本研究では、医療現場で患者に直接的ケア
を継続的に行い、患者・家族との関連が強い
医療従事者である看護者を対象として、倫理
委員会の機能、症例コンサルテーションに関
する調査を行い、問題事例への対処の現状と
課題を明らかにすることを目的とする。 

 
３．研究の方法 
（1）全体の研究期間は 3年間で、18 年度の
一次調査（量的研究）で概要を把握し、19 年
度以降の二次調査（質的研究）で調査内容を
深め、得られた結果を分析・考察する。 
（2）一次調査は、日本病院機能評価機構の
認定を受けた全国の 2,164施設の看護者へ自
記式無記名の質問紙調査を行った。質問紙は
先行研究を参考に作成し、パイロットスタデ
ィを行って修正を加えた。質問紙の送付と回
収は全て個別に郵送で行った。九州大学看護
学・保健学研究倫理審査専門委員会の承認を
得た。データは SPSS ver13 を用い単純集計、
クロス集計を行った。 
（3）二次調査は、一時調査で協力可能と回
答した対象に再度研究について文書で説明、
理解・同意が得られた場合に調査を行った。
面接は、半構成的面接法で行い、対象者の希
望を確認してプライバシーが守れる環境を
設定した。録音の許可が得られた場合は録音
して発言内容を整理し、研究者間で内容の分
析・検討を行った。九州大学看護学・保健学
研究倫理審査専門委員会の承認を得た。 
 

４．研究成果 
(1)一次調査 
①対象者の特性 
2,164 施設の 675 名の看護者から得た回答

を分析対象とした（回収率 31.1％）。回答者
の特性は女性が 98％、年代は 50 歳代が 66％
0で、看護部長が 75％を占めていた。施設は、
法人が 55％と最も多かった。病床数は 200 床
未満が約 40％、500 床以上が 16％であった。 
②病院全体の倫理委員会の機能と役割 
倫理委員会がある施設は 77％、ない施設は
19％であった。看護倫理委員会を設置してい
る施設は 9.9％であった。倫理的問題を検討
する場や機会は、倫理委員会と病棟や部署で
看護職による検討する場や機会が多かった。 

倫理委員会の設置は、1980 年代 17 施設、
1990 年代 147 施設であったが、2000～2004
年 236施設、2005年以降が73施設であった。
委員長は医師が 72％であり、回答者全体の
74％が倫理委員会に出席していた。 
委員会の 95％に規定があり、規定に明記さ
れた倫理委員会の目的は、医学研究に関する
倫理審査が 55％、倫理問題事例のコンサルテ
ーション約 40％であった（図 1）。活動実績
は研究倫理審査が 52％、倫理問題事例のコン
サルテーションは約 30％であった。 
 

図 1 病院倫理委員会：記載内容と実施 

内容の割合の比較 

 

倫理委員会の開催は「必要時開催」が過半
数を占め、過去１年間の開催回数は 1～4 回
が最も多かった。倫理委員会の活動や申請に
関する情報伝達は倫理委員会からの連絡が
最も多く 41％であった。過去 1年間に倫理委
員会に申請された倫理的問題事例は0件32％、
1～4 件 46％、5 件以上 22％で、申請者は医
師 36％、看護職 20％で、患者、家族からの
申請はごく少数であった。 
倫理委員会で検討された問題事例は、医師
の治療方針 27％、人を対象とした研究・治療
が 26％で、それ以外は 20％未満であった。 
倫理委員会の活動や申請についての情報
の伝達は倫理委員会からの連絡が 41％と最
も多く、病院からの連絡 20％、広報誌 3％で
あった。 
現在の取組みで倫理委員会の機能が十分
機能しているとした回答者は約 20％だった。
倫理委員会の効果は「職員の倫理的問題への
意識が向上した」23％が最多で、患者・家族
の意見が反映され良い形で問題解決が図ら
れたと回答した割合は少数であった。 
倫理問題を話合う何かの場や機会を持っ
ている看護者は 89％だった。現在の対処では
病棟・部署のカンファレンス 74％が最も多く、
医師やコメディカルなど病棟内の他職種を
含めた話合い、看護管理者の個人面談、他職



種を含めた話合いが 40～50％を占めていた。 
現在の対処方法の効果としては、「かな

り・ある程度解決・軽減している」44％、「あ
まり・殆んど解決しない」40％でほぼ同程度
で、「一概に言えない」が 11％であった。カ
ンファレンス実施の有無の比較では、実施に
より有意に問題の解決・軽減が図れていた。 
 (2)二次調査 
①対象者の特性 
研究に理解・同意が得られた看護者 16 名
の面接内容を分析対象とした。対象者は全員
女性で、年代は 50 歳代が過半数を占め、看
護部所属 10 名、病棟所属 6 名であった。施
設は法人、国公立が多く、病床数は 200 床未
満が 38％、500 床以上が 13％であった。 
②倫理的問題事例  
対象者が感じていた倫理的問題には、難病
患者の医療、人工呼吸器装着の是非、がん患
者の治療、在院期間短縮と退院調整、自殺企
図患者の救命、職員の不適切な対応、治療の
差し控え（輸血の適応）、緊急時の安否確認
と個人情報開示、等が含まれていた。患者の
医療に関する問題が多かったが、家族に関す
る問題、患者からの暴力などの問題、職員に
関する問題も含まれていた。 
③倫理的問題に対する現在の組織的対処 
面接対象者の所属施設の倫理問題に対す

る組織的対処は大きく 3つの型に整理できた。
なお、病棟・部署でのカンファレンスおよび
管理者－看護スタッフ間の個人面接はどの
施設でも行われていた。 
Ａ型：病院全体の倫理委員会、関連する委

員会やしくみ、看護部独自の看護倫理委員会
がある。この型の数は多くなかったが、病院
全体の倫理委員会以外に複数の研究審査専
門の倫理委員会、看護倫理委員会を持ってい
る施設もあった。病床数 500床以上の国公立
病院が主で、看護管理者を中心に倫理に熱心
に取り組んでいた。倫理的問題を検討する場
として、病院全体の倫理委員会、医療安全管
理室、看護倫理委員会、病棟・部署でのカン
ファレンス、個人面接があった。 
Ｂ型：病院全体の倫理委員会が存在し、関

連する複数の委員会やしくみがあるが、看護
部独自の倫理委員会はない。本研究の対象者
ではこの型が多く、医療法人や保険組合病院
など、病床数では 200～499 床の施設が多か
った。組織的対応に関する委員会の名称やし
くみは病院の種類や規模で異なっていた。設
置者の理念、病院長、看護部長など幹部の取
組みが組織的対応に大きく反映されていた。
委員会やしくみとして以下のようなものが
あった。 
幹部会：病院長、副院長、看護部長、事務

局長など病院運営に責任を持って関わる幹
部が「幹部会」で重要な倫理的問題への対処
や方針を検討する。 

医療安全管理室：医療法施行規則の改正に
伴って安全管理者として医師、副看護部長な
どのスタッフを置き、患者相談体制をとって
いる施設で、倫理的側面を含み医療過誤に関
連する事例や紛争や訴訟に発展する可能性
がある場合に関係者とともに問題について
検討する。 
サービス向上委員会：病院全体のサービス
に関わる課題として、病院長、副院長、看護
部長、事務局長などが、職員の対応、説明、
待ち時間など投書箱、職員の意見などの情報
を参考に倫理的側面から検討する。 
ライフ・サポート・カンファレンス：病棟・
部署で倫理的問題が生じた際にその単位の
構成員以外の医師、看護師長、副看護師長、
担当看護師、薬剤師、ＭＳＷ、栄養士など多
職種のメンバーが参加して倫理問題を合同
で検討する。 
他病棟・部署カンファレンスへの参加： 
患者が病棟・部署間を移動した場合でも、
倫理的問題が生じた場合や倫理的判断が必
要な場合などに患者情報を知るスタッフが
異なる病棟や部署から参加して検討を行う。 
Ｃ型：病院全体の倫理委員会、看護部独自

の倫理委員会はない。医療法人で病床数が
200床未満の施設であった。今回の調査では
この型は 1施設であった。地域医療を担う中
核施設で、病院長の権限が強く、明らかな組
織やしくみがなくても長年医療が行なわれ
ており、医療スタッフや患者・家族も特に疑
問を感じず、特に大きな問題も生じてこなか
った。病院長の取組みが組織的対応に大きく
反映されていた。本調査対象施設は病院機能
評価の認定を受けており、前向きな取り組み
が感じられた。しかし、全国的に考えると、
倫理的対処の組織的なしくみを持たない病
院が多く存在することが考えられる。 
④現在のコンサルテーションの実施状況 
現在、症例コンサルテーションと考えられ
る介入を行っている施設は 8 施設であった。
症例コンサルテーションは、問題事例の担当
者や責任者から委員会、管理室、担当責任者
などに連絡があり相談を受けるところから
始まり、現場に出向いて当事者から事情を聞
く、委員会やカンファレンスの場で依頼者の
話を聞くなどの方法で情報収集を行い、問題
の分析と対処方法を検討し、相談者に助言を
行っていた。 
助言や介入は、倫理に関連する委員会の委
員、安全管理者、臨床経験が長く倫理に関心
が強い看護管理者などのスタッフなどがそ
の役割を担っており、倫理研修を受けている
者が多かった。また専門看護師（ＣＮＳ）が
いる施設は、組織横断的に助言・介入を行っ
ているとしていた。 
⑤症例コンサルテーションに対する意見 
症例コンサルテーションについて、16名中



14名が肯定的意見、1名は否定的意見、1名
はどちらでもないとする意見であった。 
主な肯定的意見は以下の通りである。 
「状況を客観的に見ることができる」「状

況に巻きこまれずに対処ができる」「関係者
間の食い違いが修正できる」「法律の専門的
な知識がないので入って欲しい」「先入観や
思い込みがない人が関係者の話を聞くこと
が公平な判断に役立つ」であった。 
否定的意見は「症例コンサルテーションが

なくても現在うまく行えている」であった。 
上記以外に、次のような意見もあった。 
・コンサルテーション実施施設：「コンサル
ト側の能力を考えるとコンサルテーション
する責任の重さを感じる」「医師に対するコ
ンサルテーションは医師の抵抗が強い」 
・外部委員に関して：「違う視点で問題を捉
えることができる」「専門的な意見を聞きた
い」「情報の漏洩に注意が必要」「医療現場を
知らない場合、病院や医療スタッフの不利益
になる可能性がある」 
・全体的な取り組みとして：「症例コンサル
テーションは特別な役割の人が行う形から、
一人一人が現場でコンサルテーションがで
きるように力をつけることが望ましい」。 
(3)考察 
①症例コンサルテーションの必要性 
一次調査において、対象施設の倫理委員会

規定の約 40％に倫理的問題事例のコンサル
テーションが明記されていたが、50％以下で
あり、実際の申請数が少なかったことを考え
ると、必要性の認識は少ないと考えられた。
一方、二次調査対象者の約９割が肯定的意見
であったことから施設によって必要性の認
識の差があると思われた。 
②症例コンサルテーションの現状の認識 
コンサルテーションと考えられる介入を

行っている施設は 8施設であった。医療スタ
ッフからのコンサルテーションの依頼は少
ない施設が多く、役割や機能が十分に認知さ
れていないと推察される。また職種によって
コンサルテーションに対する意識の違いが
存在すると考えられた。 
看護者の倫理的ジレンマに対する助言、個

人面接は看護管理者からなど様々な場面で
行われていたが、分析・判断を意識したコン
サルテーションとして行なわれてない可能
性が考えられた。 
③症例コンサルテーションに関する課題 
現在の取組みに対して、以下の課題が考え

られた。 
a.倫理的問題事例の対処に関して倫理委員
会、各関連部署の役割、コンサルテーション
担当者の関連が明らかではない 
b.倫理委員会や症例コンサルテーションの
役割やメリットに関する情報が十分に伝わ
っておらず、職員の認識が不足している 

c.倫理委員会および症例コンサルテーショ
ンに関わる人材の不足（量・質とも） 
以上のことから、組織的対処のモデル例と
提言案を検討した。 
④倫理委員会および症例コンサルテーショ
ンのあり方について 
倫理委員会 
一次調査の結果では、倫理委員会規約の約
60％に症例コンサルテーションが明記され
ていなかったことから、倫理委員会の役割と
して倫理的問題事例に対する検討の必要性
が十分に認識されているとは言えない。日本
の倫理委員会は研究倫理と臨床倫理の 2つの
機能を含んでいることが指摘されているが、
倫理委員会の役割の明確化を進めることが
必要であるといえよう。 
症例コンサルテーション 
症例コンサルテーションは、倫理委員会だ
けでなく小グループや個人での対処もあり、
施設の規模や特性によって、様々なしくみが
あると考えられる。 
当該施設における倫理的対処として担当
者の位置づけや権限などの検討を行い、コン
サルテーション担当者が組織横断的な活動
が可能になるような調整が求められる。 
施設内外の研修などの機会を設定・利用し
て、量・質ともにコンサルテーション担当者
の人材育成を行うことが必要である。 
 一次調査において、倫理委員会の活動に関
する情報を知らない人が多い結果から、委員
会機能、活動状況、症例コンサルテーション
の目的、方法、メリットについて周知を図る
ことが望ましい。特に医師は高い専門性と担
当患者に対して強い責任感を持っているた
め、コンサルテーションの必要性を感じてい
ない場合もあると思われ、病院全体としての
情報提供・理解が必要であると思われる。 
  
 組織的対処モデルとしては、以下のような
モデルが考えられた。 

 

 
 

     

      

      

      

      

      

      

      

      

      

図２ 組織的対処モデルの例 



図 2に組織的対処モデル例を示す。病院の
全部署に関連する委員会として倫理委員会
があり、病院全体の医療の倫理に関する課題
を取り扱う。倫理委員会規定には研究倫理と
ともに、倫理的問題を持った症例のコンサル
テーションを明記する。 
倫理的問題事例が生じた時、最初は病棟・

部署のカンファレンス、個人面接で対処され、
そこで対処が困難な問題事例は倫理委員会、
医療安全室、看護倫理委員会などの部署や委
員会に相談の依頼がある。症例コンサルテー
ション担当者は倫理委員会、医療安全室、看
護倫理委員会などに属し、依頼に対して組織
横断的に活動する。このような対処がうまく
機能するために、以下のようなことが必要だ
と考えられる。 
 a.病院幹部間で倫理的問題への組織的対
処について検討し、方針の一致 
 b.倫理委員会、症例コンサルテーションの
位置づけ、機能の整理。関連部署や担当者の
権限、役割、報告体制の整理 
  c.申請理由、問題の特性などに応じた倫理
委員会、個人、小人数グループの整備。 
 d.コンサルテーションに関する方法、手順
の作成（ケースの情報収集、分析、ケースの
体系的記述、評価、考察、助言） 
 e.病院全職員に症例コンサルテーション
の機能、メリットを広報し、理解を図り、相
談、支援の機会を増やす 
f.専門看護師など倫理調整を専門的に学

習している人材の登用 
g.コンサルテーション担当者の教育支援

を組織的に行い、人材育成、能力向上を図る 
 
組織の特性により組織的対処のしくみの

あり方は異なると考えるが、倫理的問題に対
して客観的な分析・判断に基づく医療を行う
ことで、より高い医療の質が担保でき、医療
従事者のジレンマの軽減にも役立つと期待
される。倫理委員会と症例コンサルテーショ
ンの機能が有効に機能することについて、組
織全体で情報を共有し、望ましい体制につい
て全職種が連携しながら検討していくこと
が望まれる。 
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